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給水人口と水需要

○給水人口の減少に伴い、
有収水量も減少（＝給水収益の減少）

水道施設の老朽化

○古い水道管路（耐用年数(40年)以上）
の割合（奈良県全体）は、全国平均
より高く、老朽化は進んでいる

○にもかかわらず、管路の更新は１８０
   年超かかって一巡するペース

（更新率0.55(R3)）

水道関係人員

○水道関係の人員は、
熟練職員の退職等により年々減少

Ⅰ 奈良県の上水道の現状

１

こうした困難課題に個々の市町村が単独で対処するには限界
複数の市町村が連携して広域で対処することが必要

（注）グラフの数値は、企業団の構成団体

となる団体に係る集計数値。



○市町村の区域を越えて施設・設備を最適化
○施設整備の投資に国交付金に加えて県の財政支援を活用し、更新を推進

○市町村が個別に単独で経営するよりも、
将来の料金上昇を抑制

○市町村の区域を越えて人的資源（人員・ノウハウ）を有効活用
○業務の標準化やＩＴ環境の共通化などにより、業務効率を向上

統合時 将来

単独経営の場合よりも、
将来の料金上昇を抑制

統合時に料金統一（基本）
（水準抑制）

Ⅱ 奈良県域水道一体化の目的・メリット

○県域水道一体化は、こうした課題に直面する水道事業体が、広域で連携して、
       ・施設の老朽化対策等による強靱化と、
       ・そのために必要な収入の確保により財政基盤の強化 を図ることにより、
   安全で安心な水道水を将来にわたって持続的に供給することを目的としている

目 的

主なメリット

施設整備面

水道料金面

事業運営面

大規模地震等発生を想定しても、

施設等の強靱化と

運営基盤の強化は必須
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統合時

将来

単独経営の場合よりも、
将来の料金上昇を抑制

統合時に
料金統一
（水準抑制）
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統合時

将来

単独経営の場合よりも、
将来の料金上昇を抑制

統合時に料金統一（基本）
（水準抑制）





統 合 の 形 態

〇統合形態は事業統合

組織
管理

・事業管理

・財務 など

水道事業

認可
料金体系

すべてを一体化

Ⅲ 奈良県広域水道企業団基本計画（一体化後の運営の基本方針） 概要

（Ｒ５年２月策定 Ｒ６年７月一部改定）
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１ 組織・業務運営

○企業団（一部事務組合） 【R６年度中に発足】経営主体

○事業統合 【R７年度から事業開始】統合形態

○企業団の事業運営の組織体制として、企業団本部、広域水道センター、水質管理センタ
ー、浄水場及び事務所を設置。また、企業団議会、監査委員、運営協議会を設置

※事務所は、企業団設立当初は構成団体の事務所とし、業務の標準化・効率化等を図りながら、令和１６年度までを目途に
５エリア程度への集約化を目指す

組織

公営企業を堅持し、
コンセッション方式への移行又は民営化は行わない

○田原本町宮古（県有土地・建物）（※現田原本町保健センター・子育て広場）企業団本部の位置

構成団体

奈良県、大和高田市、大和郡山市、天理市、橿原市、桜井市、五條市、御所市、生駒市、香芝市、
宇陀市、平群町、三郷町、斑鳩町、安堵町、川西町、三宅町、田原本町、高取町、明日香村、
上牧町、王寺町、広陵町、河合町、吉野町、大淀町、下市町

○以下の２７団体
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議員（定数３８人（統合時） 任期２年）

○構成団体が連携して企業団運営が円滑に行える組織を構築
・正副企業長会議を設置（企業長・副企業長の合議で経営上の企画・立案及び方針決定）

・正副企業長会議の下に、首長によるテーマ別部会を設置（経営上の重要事項について具体的検討）

・運営協議会を設置（重要事項等を全構成団体の長で協議）
・また、企業団議会の議員は全構成団体の議会から選出

給水人口10万人以上の市町村議会議員 各３人

５万人以上10万人未満の市町村議会議員 各２人

その他の市町村議会議員 各１人

県議会議員 ３人

１ 組織・業務運営（つづき）

意思決定に係る組織フレーム

副企業長（定数６人 任期２年）
橿原市長、生駒市長、
その他の市長２人、町村長２人

監査委員（定数２人 任期４年）
公認会計士１人、
行政経験者１人
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○職員の身分・数
・当分の間、構成団体からの派遣（地方自治法上の派遣）により対応

  ・順次、企業団への身分移管及び新規採用を実施（その方針をＲ７年度中に整理）
※身分形態等の実情から必要な場合は企業団設立時に身分移管又は新規採用

○職員の数
・企業団設立当初は構成団体における現行職員数と同程度を確保
・順次、業務効率化等を図り適正な規模を目指す（その方針をＲ７年度中に整理）

職員の身分・数
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○上記に基づき、整備方針と具体的な２つの施設整備計画を策定し、計画的に推進

主要浄水場の集約化（イメージ）
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２ 施設整備

【基本的考え方】
  将来にわたる安全・安心な水道水の持続的供給のため、以下の観点から施設整備を推進

①水需要の将来見通しに応じた施設機能を確保できるよう、県域全体で施設を最適化・効率化
②施設の老朽対策を計画的に推進

   ③災害・事故に対応したバックアップ機能を確保

【整備方針】
①施設・設備

厚生労働省が示す更新基準年数を基本に、
 老朽化や耐震性の実状等を勘案して更新
②管路

基幹管路、重要給水施設管路を重点としつつ、
 健全度と重要度を勘案して優先順位を付けて更新

【２つの具体的計画】
①広域化施設整備計画

浄水・取水・送配水施設など広域的施設の整備
計画（統合後30年間の事業別・年度別事業費見込）

②経年施設更新計画
老朽化が進む既存の施設・管路などの更新計画
（統合後10年間の団体別・年度別等の事業費見込）



水道料金

○基本的考え方
・一体化により、単独経営の場合よりも料金上昇は抑制
（統合効果のみられない団体（大淀町）には特例措置を実施） 

・５年ごとに総括原価方式(※1)により算定し、以下の指標により
財政の健全性を検討の上、水準改定の要否を判断。期間中も財政の健全性を確認

【指標】・収益的収支……期間中黒字が確保できているか

・資金期末残高……期間中の給水収益相当以上を確保できているか

・企業債残高……期間中の給水収益の３倍以内となるか
(※1)５年間の営業費用（人件費・薬品費・動力費等の維持管理費、減価償却費、資産減耗費の計から給水収益以外の関連収入を差し

引いたもの）と資本費用（支払利息、資産維持費の計）の合計を基に料金水準を算定 
・料金体系は統合時に統一（基本）。ただし、体系の制度的変更により単独経営の場合に比べ料金

が上がる利用者が生じないよう経過措置を実施（統合後５年間）
  
○特例措置（対象：大淀町）

・一定期間（最長３０年間）、別の水準・体系の水道料金を設定。その後、料金を統一
【別料金の算定方法】セグメント会計(※2)により、５年ごとに総括原価方式で算定される料金水準へ改定

（別料金設定が認められる期間後の最初の料金改定時に、統一料金へ改定）
(※2)企業団全体の会計のうち、別料金設定を認められた団体域について区分の上、当該団体域に係る別料金を算定

・国・県の財政支援分は、当該団体区域への投資に係る分を反映
・企業団全体に係る収入・支出のうち当該団体区域分の算定は、水量ベースを基本として按分 など

統合時 将来

単独経営の場合よりも、
将来の料金上昇を抑制

統合時に料金統一（基本）
（水準抑制）

３ 財政運営

用水供給単価

○基本的考え方
・県域水道一体化に参画しない団体（奈良市・葛城市）への用水供給単価についても、上記の水道

 料金と同様の考え方に基づき、５年ごとに総括原価方式により算定し、財政の健全性を検討の上、
単価改定の要否を判断。期間中も財政健全性を確認 7
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統合時

将来

単独経営の場合よりも、
将来の料金上昇を抑制

統合時に
料金統一
（水準抑制）
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統合時

将来

単独経営の場合よりも、
将来の料金上昇を抑制

統合時に料金統一（基本）
（水準抑制）





各団体（一般会計）繰出

資産等の引継ぎ

○繰出基準の繰出対象経費で、
・本来一般行政の責任により負担すべき経費

 ・特定の地域の事情により生じている経費

各団体から繰出基準額を企業
団へ繰出してもらう

○繰出基準外で繰出されてきた経費又は今後繰出を要する経費 経費発生の間、当該団体から
企業団へ繰出してもらう

○水道事業に伴い生み出された資産等（資産、資本、負債） 企業団へ全て引き継ぐ

○ただし、水道事業の用に供していない固定資産で、水道事業以外
の公用、公共用又は公益事業用に既に使用中、又は基本協定締

 結年度（令和４年度）中に使用の予定が決まっていたもの

企業団には引き継がない

３ 財政運営（つづき）
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○水道広域化に対する国の交付金・県の財政支援を活用し、水道施設の広域化と老朽管
等の更新を積極的に推進

国の交付金・県の財政支援の活用

＜国の交付金＞
・期間：一体化後１０年間（最長令和１６年度まで）
・内容：水道事業の一体化に伴う広域化事業（浄水場廃止に伴う連絡管の整備等）と運営基盤

強化等事業（市町村の配水管等の更新）に関し、事業費の１／３が交付される

＜県の財政支援＞ 奈良県独自の水道広域化への支援
・国の交付金と同期間、同額の財政支援（事業費の１／３）を実施



４ 一体化後の財政収支の見通し

○水道事業（大淀町域以外と大淀町域ごと）及び用水供給

   事業ごとに、統合後３０年間の財政収支の見通しを試算

試算条件

財政健全性確保
のための
基本設定

収益的収支 期間中の黒字を確保

資金期末残高 期間中、給水収益相当を確保

企業債 期間中、給水収益の３倍以内に
なるよう発行制限

建設改良費
（投資）

各構成団体が整備実績や計画を勘案の上今後
の老朽化対策等に必要と見込んだ額の計（4,270
億円）に。一体化後の新たな投資の増減（△109
億円）を反映（4,161億円）

投資財源 国交付金（211億円）・県財政支援（211億円）を
活用（R７～16（10年間））

その他の項目 各構成団体が積算した値を基に、他律的要素
（給水人口、物価、人件費、企業債借入利率等）
等を反映

水需要の見通し（水道事業）

財政収支の見通し

水道事業（大淀町域以外）

水道事業（大淀町域）

用水供給事業

資金期末残高

給水収益

料金水準（供給単価）

資本的収支差

企業債残高

収益的収支差

資本的収支差

収益的収支差

資金期末残高

料金水準（供給単価）
企業債残高

給水収益

企業債残高

資金期末残高

給水収益

資本的収支差

用水供給単価
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収益的収支差



時 期 取 組 内 容

Ｈ29年10月 県・市町村サミット 「県域水道一体化の目指す姿と方向性」 提示

R元年10月 水道法の一部改正

Ｈ30年４月 県域水道一体化検討会 発足（県・関係市町村等の部局長・課長）

Ｒ３年１月 「水道事業等の統合に関する覚書」 締結
（県・２７市町村・奈良広域水質検査センター組合の長）

・Ｒ７年度からの事業統合
・統合時に水道料金統一（基本） 等

合意
事項

８月 奈良県広域水道企業団設立準備協議会 発足
→ Ｒ６年１１月までに１２回開催

協議会の下に 実務者による作業部会等、首長による検討部会 設置

→ 計１７０回以上開催

Ｒ６年３月 第９回協議会 一体化後の大枠に合意
（組織体制、統合後の統一水道料金、施設整備計画等）

７月 第11回協議会 企業団規約案・基本計画改定案に合意

９～10月 全関係団体の９月議会 企業団設立のための議案 可決

１０月１６日 総務大臣へ 設立許可申請 11月１日 許可・設立

Ｒ５年２月 第６回協議会 基本計画の策定、基本協定の締結（２６団体の長）

Ⅳ 奈良県域水道一体化の経緯
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奈良県広域水道企業団の使命

県と関係市町村が広域で連携して、
  〇老朽化対策等による施設の強靱化と
〇必要な収入を確保して財政基盤の強化
を図り、

 

安全で安心な水道水を将来にわたって
持続的に供給
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Ⅴ 奈良県広域水道企業団の使命
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